
２2.　7.　1
※新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
催しなどが中止・延期になる場合があります。

※市外局番は書いてあるものを除きすべて
042です。

の
方
が
納
め
る
保
険
料
の
ほ
か
、

４０
歳
〜
６４
歳
の
方
が
公
的
医
療
保

険
の
保
険
料
と
併
せ
て
納
め
て
い

る
保
険
料
、
納
税
者
が
全
体
で
負

担
す
る
公
費
（
税
金
）
を
財
源
と

し
、
多
く
の
方
が
負
担
を
分
か
ち

合
う
こ
と
に
よ
り
成
り
立
っ
て
い

ま
す
。

　
こ
う
し
た
負
担
の
公
平
性
を
保

つ
た
め
、
市
で
は
保
険
料
を
滞
納

し
た
方
に
対
し
督
促
状
な
ど
の
送

付
や
延
滞
金
の
加
算
を
行
う
ほ
か
、

市
税
な
ど
と
同
様
、滞
納
処
分（
差

押
え
な
ど
）
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
介
護
保
険
を
利
用
す
る

際
に
は
、
保
険
料
を
滞
納
し
て
い

る
期
間
に
応
じ
、
保
険
給
付
に
一

定
の
制
限
を
設
け
る
措
置
（
自
己

負
担
割
合
の
引
き
上
げ
や
一
部
給

付
の
差
し
止
め
な
ど
）
が
実
施
さ

れ
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

　

介
護
保
険
は
介
護
が
必
要
に

な
っ
た
と
き
に
、
誰
も
が
安
心
し

て
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
る
た
め

の
制
度
で
あ
り
、
介
護
を
受
け
る

本
人
だ
け
で
な
く
、
そ
の
家
族
に

か
か
る
負
担
を
軽
く
す
る
も
の
で

も
あ
り
ま
す
。
保
険
料
の
納
期
内

納
付
に
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お

願
い
し
ま
す
。

　

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影

響
に
よ
り
収
入
が
減
少
し
た
な
ど

の
事
情
に
よ
り
、
保
険
料
の
納
付

額
は
、
市
全
体
の
介
護
サ
ー
ビ
ス

な
ど
に
要
す
る
費
用
が
賄
え
る
よ

う
算
出
さ
れ
た
「
基
準
額
」
を
基

に
算
定
さ
れ
ま
す
。

　
こ
の
基
準
額
に
、
被
保
険
者
本

人
や
世
帯
員
の
前
年
中
の
所
得
な

ど
に
応
じ
、
第
１
段
階
か
ら
第
１３

段
階
の
所
得
段
階
ご
と
に
設
定
さ

れ
た
保
険
料
率
を
乗
じ
る
こ
と
で
、

介
護
保
険
料
は
算
出
さ
れ
て
い
ま

す
。

◎
低
所
得
の
方
の
保
険
料
の
軽
減

に
つ
い
て

　

所
得
の
少
な
い
高
齢
者
の
方
の

保
険
料
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
、
住
民
税
非
課
税
世

帯
の
世
帯
員
（
所
得
段
階
が
第
１

段
階
か
ら
第
３
段
階
ま
で
の

方
）
の
保
険
料
が
昨
年
度
か
ら
引

き
下
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。
な
お
、

介
護
保
険
料
額
決
定
通
知
書
に

は
、
軽
減
を
実
施
し
た
後
の
保
険

料
額
が
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
軽

減
を
受
け
る
に
当
た
っ
て
、
申
請

な
ど
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

◎
保
険
料
を
滞
納
す
る
と

　

介
護
保
険
制
度
は
、
６５
歳
以
上

　

６５
歳
以
上
の
方
を
対
象
と
し

た
、
２
年
度
の
介
護
保
険
料
額
決

定
通
知
書
を
、
７
月
１３
日
（
月
）

に
送
付
し
ま
す
。

　

保
険
料
の
納
付
方
法
に
つ
い
て

は
、
受
給
し
て
い
る
年
金
か
ら
天

引
き
に
な
る
方
と
、
指
定
さ
れ
た

納
期
限
ま
で
に
、
納
付
書
や
口
座

振
替
な
ど
の
方
法
に
よ
り
納
め
て

い
た
だ
く
方
が
い
ま
す
。
決
定
通

知
書
が
届
き
ま
し
た
ら
、
保
険
料

額
や
保
険
料
の
納
付
方
法
を
ご
確

認
く
だ
さ
い
。

　

納
付
書
で
納
め
る
方
は
、
市
役

所
や
各
連
絡
所
の
ほ
か
、
銀
行
や

郵
便
局
な
ど
の
各
金
融
機
関
の
窓

口
、
全
国
の
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス

ト
ア
で
納
付
を
お
願
い
い
た
し
ま

す
（
た
だ
し
、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス

ス
ト
ア
で
の
納
付
は
納
期
限
ま
で

に
納
付
す
る
場
合
に
限
り
ま
す
）。

日
中
に
外
出
す
る
こ
と
が
難
し
い

方
、
納
め
忘
れ
が
心
配
な
方
は
、

便
利
な
口
座
振
替
を
ご
利
用
く
だ

さ
い
。

◎
保
険
料
額
の
決
ま
り
方

　

６５
歳
以
上
の
方
の
介
護
保
険
料

◎
所
有
し
て
い
る
家
屋
に
変
更
等

が
あ
っ
た
場
合
に
は
ご
連
絡
く
だ

さ
い

　

所
有
し
て
い
る
家
屋
が
次
の
①

〜
③
に
該
当
す
る
場
合
は
、
家
屋

資
産
税
係
ま
で
ご
連
絡
く
だ
さ

い
。

　

①
建
物
の
全
部
ま
た
は
一
部
を

取
り
壊
し
た
場
合
②
増
築
し
た
場

合
③
未
登
記
家
屋
で
相
続
・
売

買
・
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
所
有

者
を
変
更
し
た
場
合

　

詳
し
く
は
課
税
課
家
屋
資
産
税

係
☎
４
７
０
・
７
７
７
７
（
内
線

２
３
４
２
〜
２
３
４
４
）
へ
。

握
す
る
た
め
、
市
職
員
が
市
内
全

域
を
巡
回
し
ま
す
。
新
築
、
増
築

ま
た
は
取
り
壊
し
に
よ
っ
て
課
税

台
帳
と
の
差
異
が
あ
る
場
合
に

は
、
戸
別
に
調
査
を
行
い
ま
す
。

　

※
調
査
時
に
は
「
固
定
資
産
評

価
補
助
員
」
に
選
任
さ
れ
た
徴
税

吏
員
証
を
所
持
し
た
市
職
員
が
訪

問
し
ま
す
の
で
、
ご
協
力
を
お
願

い
し
ま
す
。

◎
家
屋
調
査
に
つ
い
て

　

１
月
２
日
〜
３
年
１
月
１
日
に

新
築
や
増
築
し
た
家
屋
を
対
象

に
、
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税

の
基
と
な
る
評
価
額
を
算
出
す
る

た
め
、
家
屋
調
査
を
行
い
ま
す
。

　

調
査
を
行
う
と
き
は
、
事
前
に

文
書
で
連
絡
し
ま
す
。

◎
市
内
巡
回
に
つ
い
て

　

来
年
度
の
課
税
対
象
家
屋
を
把

　

※
軽
減
の
種
類
に
よ
っ
て
、
軽

減
率
や
軽
減
期
間
、
対
象
面
積
が

異
な
り
ま
す
。
ま
た
、
②
と
③
の

み
重
複
し
て
軽
減
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
ま
た
、
令
和
４
年

３
月
３１
日
ま
で
の
間
に
行
わ
れ
た

①
と
③
の
改
修
工
事
で
「
認
定
長

期
優
良
住
宅
」
に
該
当
す
る
こ
と

と
な
っ
た
場
合
に
は
、
軽
減
率
が

優
遇
さ
れ
ま
す
。

　
【
ご
注
意
】こ
の
軽
減
制
度
は

「
家
屋
の
固
定
資
産
税
」
の
み
が

対
象
で
す
。
土
地
・
償
却
資
産
の

固
定
資
産
税
、
土
地
・
家
屋
の
都

市
計
画
税
は
軽
減
さ
れ
ま
せ
ん

　

詳
し
く
は
課
税
課
家
屋
資
産
税

係
☎
４
７
０
・
７
７
７
７
（
内
線

２
３
４
２
〜
２
３
４
４
）
へ
。

②
バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修
住
宅
軽
減

　

新
築
さ
れ
た
日
か
ら
１０
年
以
上

を
経
過
し
、
６５
歳
以
上
の
方
、
要

介
護
・
要
支
援
の
認
定
を
受
け
て

い
る
方
、
お
よ
び
障
害
を
お
持
ち

の
方
が
居
住
す
る
住
宅
に
バ
リ
ア

フ
リ
ー
改
修
工
事
（
自
己
負
担
が

５０
万
円
超
）
を
行
っ
た
住
宅
で
あ

る
こ
と
。

③
省
エ
ネ
改
修
住
宅
軽
減

　

平
成
２０
年
１
月
１
日
以
前
か
ら

存
在
し
、
窓
の
改
修
工
事
を
含
む

現
行
の
省
エ
ネ
基
準
に
適
合
し
た

改
修
工
事
（
自
己
負
担
が
５０
万
円

超
）
を
行
っ
た
住
宅
で
あ
る
こ
と
。

　

既
存
家
屋
に
対
し
て
次
の
①
〜

③
の
住
宅
改
修
工
事
を
行
い
、
一

定
の
要
件
を
満
た
す
場
合
、
家
屋

の
固
定
資
産
税
を
軽
減
す
る
制
度

が
あ
り
ま
す
。
適
用
を
受
け
る
た

め
に
は
、
改
修
工
事
完
了
後
、
必

要
書
類
を
そ
ろ
え
て
３
カ
月
以
内

に
申
告
が
必
要
で
す
。
各
軽
減
の

種
類
・
要
件
は
次
の
通
り
で
す
。

①
耐
震
改
修
住
宅
軽
減

　

昭
和
５７
年
１
月
１
日
以
前
か
ら

市
内
に
所
在
す
る
住
宅
で
、
現
行

の
耐
震
基
準
に
適
合
し
た
改
修
工

事
（
５０
万
円
超
）
を
行
っ
た
住
宅

で
あ
る
こ
と
。

る
権
利
を
保
障
し
、
市
の
諸
活
動

を
説
明
す
る
責
任
を
全
う
す
る
た

め
、
東
久
留
米
市
情
報
公
開
条
例

を
定
め
て
い
ま
す
。
平
成
３１
年
度

の
利
用
状
況
は
、
次
の
通
り
で
す
。

　

公
文
書
の
開
示
請
求
の
処
理
状

況
は
、
請
求
５５
件
に
対
し
開
示
決

定
２２
件
、
一
部
開
示
決
定
３７
件
、

非
開
示
決
定
６
件
（
う
ち
不
存
在

５
件
）、
取
り
下
げ
５
件
、
却
下

決
定
が
１
件
で
し
た
。
ま
た
、
審

査
請
求
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

詳
し
く
は
総
務
課
法
務
・
文
書

担
当
☎
４
７
０
・
７
７
１
４
へ
。

　

個
人
情
報
の
開
示
請
求
の
処
理

状
況
は
、
請
求
１６
件
に
対
し
開
示

決
定
８
件
、
一
部
開
示
決
定
１０
件
、

非
開
示
決
定
４
件
（
う
ち
不
存
在

３
件
）
で
し
た
。
訂
正
請
求
、
利

用
中
止
請
求
、
審
査
請
求
お
よ
び

苦
情
申
出
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

◎
情
報
公
開
制
度
の
利
用
状
況

　

市
で
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
知

◎
個
人
情
報
保
護
制
度
の
運
用
状

況
　

市
で
は
、
個
人
情
報
の
取
り
扱

い
の
基
本
的
事
項
を
定
め
、
個
人

の
権
利
利
益
の
侵
害
を
未
然
に
防

止
す
る
た
め
、
東
久
留
米
市
個
人

情
報
保
護
条
例
を
定
め
て
い
ま

す
。
平
成
３１
年
度
の
運
用
状
況

は
、
次
の
通
り
で
す
。

当
該
個
人
の
責
に
帰
す
べ
き
理

由
・
当
該
個
人
の
都
合
に
よ
ら
な

い
で
減
少
し
離
職
や
廃
業
と
同
程

度
の
状
況
に
あ
る
方
で
あ
り
、
住

居
に
お
困
り
の
方
に
対
し
、
家
賃

相
当
額
（
上
限
あ
り
）
を
支
給
す

る
支
援
で
す
。
支
給
に
は
収
入
や

資
産
の
要
件
が
あ
り
ま
す
。

③
子
ど
も
の
学
習
支
援
事
業

　

市
内
在
住
の
中
学
生
を
対
象

に
、
経
済
的
事
情
な
ど
に
よ
り
学

習
の
機
会
が
少
な
い
、
学
習
の
不

安
を
相
談
で
き
る
場
所
が
ほ
し

い
、
と
い
っ
た
方
に
対
し
て
、
学

習
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

詳
し
く
は
同
課
へ
。

時
を
除
く
）

①
自
立
相
談
支
援

　

相
談
の
中
で
生
活
状
況
な
ど
を

お
聞
き
し
、
課
題
を
整
理
し
、
自

立
に
向
け
た
支
援
内
容
（
プ
ラ

ン
）
を
支
援
員
が
一
緒
に
考
え
ま

す
。
必
要
に
応
じ
て
、
関
係
機
関

へ
の
照
会
ま
た
は
同
行
支
援
を
行

い
ま
す
。

②
住
居
確
保
給
付
金
の
支
給

　

離
職
・
廃
業
の
日
か
ら
２
年
以

内
ま
た
は
給
与
等
を
得
る
機
会
が

　

生
活
や
仕
事
探
し
、
家
賃
の
支

払
い
な
ど
で
お
困
り
の
方
、
お
子

さ
ん
の
学
習
面
で
不
安
が
あ
る
方

の
相
談
を
お
受
け
し
ま
す
。

　

現
在
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
影
響
に
よ
り
、
相
談
が

混
み
合
っ
て
い
ま
す
。
可
能
な
限

り
、
事
前
に
電
話
で
福
祉
総
務
課

☎
４
７
０
・
７
７
４
９
に
来
所
日

な
ど
を
お
知
ら
せ
く
だ
さ
い
。

　
【
受
付
日
時
】開
庁
日
の
午
前
９

時
〜
午
後
４
時
（
正
午
〜
午
後
１

（
７
階
７
０
４
会
議
室
）
へ
直
接
持

参
し
て
く
だ
さ
い
。
申
込
書
類
は

職
種
ご
と
に
異
な
り
ま
す
。

　
【
１
次
試
験
】受
験
申
込
書
に
よ

る
書
類
選
考

　
【
２
次
試
験
】８
月
９
日
（
日
）

に
筆
記
試
験
（
一
般
事
務
は

S
P
I
３
に
よ
る
適
性
検
査
、
保

健
師
は
専
門
試
験
）、
８
月
中
旬

以
降
に
面
接
試
験
を
予
定

　
※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
感
染
状
況
に
よ
り
、
日
程
な

ど
を
変
更
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

最
新
の
情
報
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
ご
確
認
い
た
だ
く
か
、
職
員
課

ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

詳
し
く
は
職
員
課
☎
４
７
０
・

７
７
１
６
へ
。

　

１０
月
１
日
以
降
に
採
用
す
る
市

職
員
を
募
集
し
ま
す
。
募
集
職

種
・
受
験
資
格
・
募
集
人
数
な
ど

は
、
左
表
の
通
り
で
す
。

　
【
募
集
要
項
】市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

か
ら
取
得
し
て
く
だ
さ
い
。
取
得

困
難
な
方
は
、
土
曜
・
日
曜
日
を

除
く
７
月
１６
日
（
木
）
ま
で
の
午

前
８
時
半
〜
午
後
５
時
に
、
職
員

課
（
市
役
所
４
階
）
で
も
配
布
し

ま
す

　
【
申
込
受
付
期
間
】７
月
１７
日

（
金
）
午
前
９
時
〜
正
午
、
午
後

１
時
〜
８
時
、
１８
日
（
土
）
午
前

９
時
〜
午
後
１
時

　
申
し
込
み
は
募
集
要
項
に
掲
げ

る
市
所
定
の
受
験
票
・
受
験
申
込

書
等
を
本
人
が
市
役
所
受
付
会
場

が
困
難
と
な
っ
た
方
に
つ
い
て

は
、
特
例
に
よ
り
減
免
、
徴
収
の

猶
予
な
ど
の
措
置
を
受
け
ら
れ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

詳
し
く
は
介
護
福
祉
課
保
険
係

☎
４
７
０
・
７
７
７
７
（
内
線
４

９
１
０
・
４
９
１
１
）
へ
。

住
宅
改
修
工
事
に
よ
る
固
定
資
産
税 

（
家
屋
）
の
軽
減
制
度
に
つ
い
て

固
定
資
産
税
（
家
屋
）
の

　
　
　
課
税
業
務
に
ご
協
力
く
だ
さ
い

平
成
３１
年
度
個
人
情
報
保
護
制
度
の

運
用
状
況
と
情
報
公
開
制
度
の
利
用
状
況

２
年
度
の
介
護
保
険
料
額
決
定
通
知
書
を

送
付
し
ま
す

生
活
困
窮
者
自
立
相
談
支
援
事
業
を 

ご
利
用
く
だ
さ
い

児
童
扶
養
手
当
を

振
り
込
み
ま
す

　

２
年
５
月
〜
６
月
分
の
児

童
扶
養
手
当
を
７
月
１４
日

（
火
）
に
指
定
預
金
口
座
に

振
り
込
み
ま
す
。
利
用
金
融

機
関
に
よ
っ
て
は
入
金
が
遅

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の

で
、
あ
ら
か
じ
め
ご
了
承
く

だ
さ
い
。

　

詳
し
く
は
児
童
青
少
年
課

助
成
支
援
係
☎
４
７
０
・
７

７
３
６
へ
。

 市職員募集の職種・受験資格・募集人数など

※試験では活字印刷による選考および筆記試験、口述による面接試験を行います。配慮が必要な方は、 
　申し込み前にご相談ください。
※勤務時間は原則として週３８時間４５分（１日７時間４５分）です。
※一般事務（経験者〈障害者〉）は、手帳などを交付申請中の方は申し込みできません。

職種 区分 受験資格 募集人数

一般事務
（経験者）

Ⅰ類
（大学卒程度）

次のすべてを満たす方
（１）昭和５５年４月２日以降に生まれた方
（２）平成２２年７月１日～令和２年６月３０日の１０年間に、４年以上の民間
企業などにおける業務従事歴のある方

※雇用形態は問わず、１つの事業に週２９時間以上従事した経験が必
要です。

※４年以上の業務従事歴とは１つの民間企業などでの継続した経験の
みを対象とし、複数の民間企業等での経験は通算できません。

※満２２歳に達した日の属する年度の翌年度の４月１日以降の期間に
限ります。

７人程度

一般事務
（経験者

〈障害者〉）

Ⅰ類
（大学卒程度）

次のすべてを満たす方
（１）昭和５５年４月２日以降に生まれた方
（２）平成２２年７月１日～令和２年６月３０日の１０年間に、４年以上の民間
企業などにおける業務従事歴のある方

※雇用形態は問わず、１つの事業に週２９時間以上従事した経験が必
要です。

※４年以上の業務従事歴とは１つの民間企業などでの継続した経験の
みを対象とし、複数の民間企業等での経験は通算できません。

※満２２歳に達した日の属する年度の翌年度の４月１日以降の期間に
限ります。

（３）次のいずれかに該当する方
・身体障害者手帳（身体障害者福祉法第１５条）の交付を受けている方
・都道府県知事、政令指定都市市長または中核市市長が発行する
療育手帳などの交付を受けている方

・知的障害者判定機関（児童相談所、知的障害者更生相談所、精神
保健福祉センター、精神保健指定医または地域障害者職業セン
ター）により知的障害者であると判定された方

・精神障害者保健福祉手帳（精神保健及び精神障害者福祉に関する
法律第４５条）の交付を受けている方

保健師 昭和５０年４月２日以降に生まれ、保健師の資格を有する方 若干名

一
般
事
務
（
経
験
者
）
、 

　

一
般
事
務
（
経
験
者〈
障
害
者
〉）
、 

　

保
健
師

市
職
員
を
募
集
し
ま
す


